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岡部利良教授はきたる3月 末に停年でめでたく御退官なさることになり,わ

たしたちの学会は岡部教授をお送 りしなければならないことになりました。学

会はその記念として本号を編集して,本学会のためにつくされた教授に本号を

お贈 りします。

岡部教授が本学経済学部に帰られたのは昭和22年でありまして,それからほ

ぼ22年のながい間,経済学部で会計学関係の講義をもなれ,昭和35年からは会

計学講座を担当されました。会計学の講義はふるくからありましたが,会計学

講座担当教授は教授をもって唱矢とするわけであります。しかも岡部教授は会

計学のなかで独特の学風を開拓されて,わ
.が

国の批判会計学の方向をおしすす

めてその指導的地位をしめられ,多 くの研究者を育てられてまいりました。わ

たしたちの学会は,学問を通じて果された御指導に厚く感謝の意を表します。

岡部教授は苦学力行の人であります。私立早稲田正手学校夜間部 D私立開成

中学校夜間部をへて高等学校入学資格検定試験に合格して旧制第四高等学校に

入学するという当時としては異例のコースを通って,本学経済学部に入学され

ました。経済学部御卒業後も,東洋経済新報社・大学院・建国大学・シベリヤ

抑留という変化にとんだ苦しい人生行路をあゆんでこられました。教授の執拗

なまでの一貫性と底抜けの楽天性はわたしたちを驚かすものがありますが, こ

うした強靭性は教授の苦しい生活行路のなかで鍛えあげられた鋼鉄でありまし

た。教授はわたしたちの学部のなかで貴重なものでありました。

わたしたちの学会は,哀惜と感謝との念をこめて,岡部教授の御退官を見送

ります。教授の今後の御健闘をお祈 りするとともに,今後も学会をあたたかく

見守っていただくようお願いします。

昭和44年 1月 15日

評議員長  堀 江 英 一
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明治38年 (1905)4月 7日 ゴヒ海道函館 r「に生まれる。 (当 時両親は北海道に移住 してい

た。 しかし私が 5歳の とき父が亡 くなったので,母,姉弟とともに本籍地たる

郷里の兵庫県美方郡西浜村 〔現浜坂町〕諸寄 〔日本海側の一半農半漁村]に帰

り,こ こで尋常高等小学校を終え,大正 9年秋,働きながら勉学する目的をもっ

て上京 した。)

大止10年 (1921)4月  私立早稲田工手学校夜間部建築科に入学, 1年終了と同時に退学

大正11年 (1922)4月  私立開成中学校夜問部第 3学年に編入学,4年終了と同時に退学

大正13年 (1924)2月  東京府立第一中学校にて高等学校入学資格検定試験合格

大正15年 (1926)4月  第四高等学校 (文科乙類)入学

昭和 4年 (1929)3月  同校卒業

4月 京都帝国大学経済学部入学

昭和 5年 (1930)6月  形式的休学=実質的停学 4カ月の処分を受ける。 (こ れは強制的

に休学届を出すことを命ぜられ,こ れに従わなければ停学に処すると中渡され

て,やむなく休学届を出したことによるものである。この処分は,当時治安維

持法違反の燎疑により約 1カ 月半留置場に放 り込まれていたことにかかわるも

のであったが,大学が当時この処分の理由として示したところは,私が学生の

本分を守っiて
ぃないということであ り,私 としてはこのような理由はとうてい

肯ん じえないところであったので,事実をあげて争ったが,け っきよく聞き入

れられなかった。)

昭和 7年 (1932)7月  同大学学士試験合格

4月 東洋経済新報社 (東京)に入社,編集局に勤務

昭和12年 (1937)3月  同社依願退職
・

4月 京都帝国大学大学院に入学,会計学専攻

昭和13年 (1938)5月  京都帝国大学経済学部副手 (19年 1■月まで,ただし14年 5月 より

15年 4月 までおよび19年 1月 ょり同年 9月 までの間を除く) D
昭和14年 (1939)1月 大連市役所嘱託,大連市事業調査局の調査業務に従事 (15年 3月

まで)

昭和15年 (1940)3月  京都帝国大学経済学部内支那経済慣行調査部嘱託 (18年 3月 まで)

昭和19年 (1944)1月  京都帝国大学人文科学研究所嘱託 (同年11月 まで)
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昭和19年 (1944)4月 関西大学経商学部講師 (非常勤)(同年11月 まで)

11月 京都帝国大学大学院退学

H月 建国大学助教授

昭和20年 (1945)5月  第 2国民兵 として応召,満洲第84部隊に入隊

8月 敗戦に伴 う建国大学の解散により退職

10月  ッベリヤに抑留,仔虜収容所の生活に入 る

昭和22年 (1947)5月  帰還・復員

9月  関西大学経商学部 (新制移行後商学部,一時経済学部)講師 (フト

常勤  (37年 3月 まで)

10月 教員適格 と判定され る

10月  京都大学経済学部講師

10月  成安女子専Fl学校講師 (非常勤)(25年 3月 まで)

昭和23年 (1948)12月 京都大学助教授 (経済学部 )

昭和24年 (1949)10月 京都大学補導委員 (25年 9月 まで)

昭和25年 (1950)4月  成安女子短期大学講師 (非常動)(30年 3月 まで)

5月  文部省学術奨励審議会 (学術用語分科会)専門委員(39年 6月 まで).

6月 余良県商工事情調査所専門委員嘱託 (26年 6月 まで)

6月 京都府産業能率研究所嘱託`(35年 3月 まで)         ・

昭和27年 (1952)10月 京都大学教授 (分校,現教養部,35年 2月 経済学部に配置換,会
計学講座担当, この配置換 まで経済学部講師 〔非常勤〕併任)

昭和28年 (1953)4月  京都大学大学院経済学研究科授業担当 (35年 1月 まで)

昭和29年 (1954)5月  京都府地方労lJJ委員会公益委員 (現在に至 る)

昭和34年 (1959)2月  京都府環境衛生適正化審議会委員 (40年 2月 まで)

昭和35年 (1960)2月  京都大学大学院経済学研究科指導 (38年 3月 まで)

4月 京都大学法学部講師 (非常勤)併任 (現在に至 る)

10月 京都大学学生部委員会委員 (36年 9月 まで)

昭和36年(1961)4月  京都大学評議員 (39年 1月 まで)

4月 京都大学大学院審議会審議員 (39年 1月 まで)

昭和37年 (1962)1月  京都大学建築委員会委員 (33年 1月 まで)           ,
3月 京都大学 より経済学博土の学位を授与される

昭和38年 (1963)1月  京都大学経済学部長 (39年 1月 まで)

1月 京都大学経済研究所協議員 (39年 1月 まで)

1月 付属図書館商議会商議員 (39年 1月 まで)
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昭和38年 (1963)1月 京都大学アメリヵ研究センター運営委員会委員 (39年 1月 まで)

1月 京都大学東南アジア研究センター管理委員会委員(39年 1月 まで)

1月 昭和38年度入学試験委員会委員 (39年 1月 まで)

4月 京都大学大学院経済学研究科担当 (現在に至 る)

7月 京都大学大学制度委員会委員 (39年 1月 まで)

昭和39年 (1964)3月  京都大学教養部教授併任 (40年 2月 まで)

5月 文部省教科書用図書検定調査審議会調査員 (40年 4月 まで)

昭和40年 (1965)1月  京都大学評議員 (41年 7月 まで)

1月 京都大学大学院審議会審議員 (41年 7月 まで)

4月 京都大学大学制度委員会委員 (4o年 7月 まで)

7月 京都大学大学院制度特別委員会委員 (41年 7月 まで)

9月 京都大学創立70周 年記念事業学円実行委員会委員 (現在に至る)

昭和41年 (1966)1月  日本学術会議第 7期会員

5月  日本会計研究学会常務理事 (現在に至 る)

9月 九州大学経済学部講師 (非常勤・集中講義 )

昭和42年 (1967)6月  昭和43年度入学試験委員会委員 (43年 5月 まで)

口召和44年 (1969)1月  日本学術会議第 8期会員 (現在に至 る)



関東州関税制度に関する調査 (大連市 大連市事業調査局
｀
 昭和15年 (1940)

事業調査局調査報告書全 5冊のうち)

支那の紡績労働 (昭和18年脱稿,200字譜原稿用紙約2,800枚 , 本稿は終戦前一たん印刷

所 まで もち込まれたが, 終戦により印層l中止 とな り, 以後筐底におかれてい るも

のである。)

著   書

在支紡績業の発展 とその基礎
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経 済 論 叢  第45巻 第 6号

経 済 論 叢  第46巻 第 3号

東洋経済新報社 昭和12年 (1937)

町9不日23角
「 (1948)

駈雪不口31■
「

(1956)

昭和31年 (1956)
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昭禾口12年 (1937)12月
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昭Zi114年 (1939)2月

9月

昭和16年 (1941)2月

9月

12月

昭和 17年 (1942)1月
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東亜経済論護

東亜経済論叢

経 済 論 叢

東亜経済論叢

第48巻 第 2号

第49巻 第 3号

第 1巻 第 1号

第 1巻 第 2号ヽ

第 1巻 第 3号

第 1巻 第 4号‐

第54巻 第 1号

第 2巻 第 1号

5月

3月
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東亜経済論叢  第 2巻 第 2号
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昭宋117年 (1942)5月

9月
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昭和18年 (1943)1月
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昭和20年 (1945)4月
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昭和24年 (1949)12月
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東亜経済論叢

鷲麒 装
東亜繊維工業

東亜経済論叢

経 済 論 叢

華北紡績工業
会月報
人文科学 (京
大人文科学研
究所)

世 論 と経 済
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税 の 研 究

月 刊 繊 維
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景 気 観 測

企 業 会 計

企 業 会 計

企 業 会 計

会    計

第 2巻 第 3号

第 3巻 第19号

第  2  号

第 3巻 第 1号

第56巻 第 2号

第  8  号

第 1巻 第 3号

第 2巻 第10号

第 3巻 第 2号

第 1巻 第 2号
第 1巻 第 2・
3号
第64巻 第 4・
5・ 6号

第65巻 第 4・
5号

第 3巻 第 3号
第  61 号

第 3巻 第10号

第 3巻 第11号

第 3巻 第12号

第61巻 第 1号 昭和27年 (1952)1月



会計原則の立場 と商法の立場―
「商法 と企業会計原則 との調

覇無里
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会計馨青2墾動偶種纏顔亨百色
論的吟味丁 (1)

会融聾青雀伴勤縄種窪萬諄百垂
論的吟味一 (2)

中
嚇 鵠湿鼻臭楚籍8籍羹
を中心 として一

識殺
所得計算畢閣喜子冒霊裏弱

貸倒引当金の利益性

租税の費用性 と利潤性

保険差益論の再吟味一その資本
性 =利益性の二重性につぃて
― (1)

保険差益論の再吟味―その資本
性・利益性の二重性について
一  (2)

保険差益論llL判一 とくに保険差
益資本説について一
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産.業 経 理  第12巻

会    計  第61巻

企 業 会 計 第 4巻
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経 済 論 叢 第70巻
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経 理 知 識  第 2巻

税 経 通 信 第 7巻
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簿

経 済 論 叢

経済論叢 (マ

隼発ふ管響
0

経 理 知 識

企 業 会 計

企 業 会 計

第 5巻 第 8号

第 8巻 第10号

第 4巻 第 9号

第72巻 第 4号

第72巻 第 6号

第 3巻 第 30
4号

第 6巻 第 1号

第 6巻 第 2号
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12月

昭和29年 (1954)1月

1月

2月 ,

2月記  第 5巻 第 2号
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の区別を中心 として一 (1)

費用必要説の吟味―費用と損失
の区別を中心 として― (2)

費用必要説の吟味―費用 と損失
の区別を中心 として一 (3)

税法上のいわゆる特月1償却の問

督百まだ曇罫還鐘みこ男警纂
心と.し て一  (1)

税法上のいわゆる特BI償却の問

警百夢だ曇罫還墨み農劣管纂
と心して一  (2)

法
翡甦雇ぞ馨昌腟楚函事会酷畠
収
彗喜言慧醤君嘗量著毒三尋集

退
震嚢暑副孝守零星性8吟す

―

琴駐羹言慰孝守写里性8吟味一

中小企業の経営と労働者 (上)

中小企業の経営と労働者 (下 )

退震婆言副き舎黎星性8吟味一
財暮麦運奮是襲花荘ら下諄万藝

論―

企業会計 と社会生活一企業会計
の収奪的機能 (会計学の一節)一

原
野2署転硼範型質

の基

第 103巻 第 2号

会

会

計  第65巻 第 4号 昭和29年 (1954)4月

計  第65巻 第 5号 5月

計  第65巻 第 6号

企 業 会 計  第 7巻 第 1号

企 業 会 計  第 7巻 第 2号

企 業 会 計  第 7巻 第 4号

税 経 通 信  第10巻 第 5号

税 経 通 信  第10巻 第 6号

会 計  第68巻 第 1号

6月

昭和30年 (1955)1‐月

2月

4月

8月

10月

11月

、  11月

12月

12月

12月

昭和31年 (1956)1月

5月

6月

7月

套事P三
郎編 陵 本蓄積 と企業

税 経 通 信  第10巻 第10号

税 経 通 信  第10巻 第11号

亭警傷賞報
部 _  96 号

亭警傷労報部 第 97 号
税 経 通 信  第10巻 第12号

企 業 会 計  第 7巻 第13号

経理知識 奮
=常

第3・

企 業 会 計  第 3巻第 1号 1月
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税 経 通 信  第11巻 第 5号ヽ

(227)  155

昭和31年 (1956)5月
租税特別措置とその諸影響一企

業会計の収奪的形態の― ml面
―  (1)

租
肇彗嬰涼履墓晶e顧髯豊面舎
-0).

税適未農野T畢慧百f李里製轟
説 )

企業利益の再吟味一あ るべ き期
間利益 とはいかなるものか一

動
聟倉甦肇詑畠丁誉響再環生融

書かれてJヽ る会計 と行なわれて
いる会計一会計理論 と会計実
成―

動聾書註肇詑畠丁警響再棄生訪
動聾客証肇誼畠了警響再梁生融
動嬰容甦壽詑畠丁警響再梁生誌
会
肇撃続塁劣操義摩象三

か
面
会

動
費各註肇詑畠丁警響再慄専融

合昇彗群掟弁経藷ざ拿三
か
両
会

資雪3藤雪先署賛男閣驚百そユ
(解説)

贈与剰余金の性格 (解説)

電製啓錮累露♂
諦

鷲聾墾嚢啓霙雪『生格面
損益計

動聾墾嚢啓曇警察竺
格面埠

益計
費ヮ勢嘉装蒼筆思層ワて三

イ
(Ь

簿肇2署蓑喜憲躇了重要極轟ゞ

経 通 信  第11巻 第 6号

記  第 7巻 第 6号

6月

6月

人菖　　
　
〈〓

会

　

会

企 業 会 計

会    計

経営七ミナー

会    言|

経営セミナー

簿   
‐

記

企 業 会 計

会

会

会

企 業

簿

計

計

計

会 計

記

第70巻 第 2号

第71巻 第 1号

第 9巻 第 2号

第71巻 第 3号

第71巻 第 4号

第71巻 第 5号

第 2巻 第 5号

第71巻 第 6号・

第 2巻 I第 6号

第 3巻 第 6号

第 9巻 第 8号

第72巻 第 2号

第72巻 第 3号

第72巻 第 4号

第 9巻 第12号

第 9巻 第 1号

8月

昭和 32年 (1957)1月

2月

3月

4月

5月

5月

6月

6月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

昭和33年 (1958)1月

二訂
　

計

計

　

ユ」

会護前去2募奮ちTI警万亜事2 会
(1)  .

計  第73巻 第 1号

計  第73巻 第 2号

1月

会註斎券a努奄ちデ奮万彊慕2 会 2月



156   (223)

費切傍癖装蒼黛3督留て三
イ
お)

会註琉去2男蒼ちT埒万亜壽2
(3)

会計学上の資本 と利益二両者の
区別の仕方についての一論一
0)

貸倒引当金設定の根拠 (解説)

禾」子と配当の異同性一なぜ利子
は費用 としながら配当は利益
処分項 日とするか―

財務諸表の機能について一財務
諸表は受託者責任の報告書た
りうるものであるか―

貸撻犠縮餞震が名
使にすぎないか― (解説)

企業利益計算の課題一費用概念
を中心 とする一論一

継続性原則の再吟味

企業会計の資本蓄積機能一株主
との関係からみたいわゆる決
算報告機能の資本家的意義一

ヒルファデ ィィグの創業利得説
llL判序説 (1)・

企業会計原則構成上の問題

低価主義による評価損の会計処
理 (解説)   ,

第103巻 第2号

企 業 会 計  第10巻

会 計  第73巻

会    計・ 第73巻

簿    記  第 9巻

産 業 経 理 第18巻

企 業 会 計 第10巻

簿 記  第 9巻

経 済 評 論 第 7巻

税 経 通 信  第13巻

昭和33年 (1958)2月

3月

4月

4月

5月

8月

10月

10月

11月

12月

12月

5月

'5月

' 6月

得再論
中心と 会

第 2号

第 3号

第 4号

第 4号

第 5号

第 9号

第10号

第11号

第12号

羹基肇子
郎編「生産性向上と企

経 済 論 叢  第82巻 第 6号

簿

企 業 会 計  第11巻 第 1号 昭和34年 (1959)1月

記  第10巻 第 1号

計  第75巻 第 1号

計  第75巻 第 3号

・

1月

1月

3月

4月

株壺萬κ轟品史あ警馨響
して― (1)

株式プ レミアムと倉I業利得再論
―内川講師へのお答を中心と 会
して一  (21

ヒ
義輪浄裏

イ
あ
グの創業利得説

株式ブレミアムと創業利得再論
一内川講師へのお答を中心と
して―  (3)

ヒ
義勇二編集荊簿卍蒼フ曾肇Z
利潤の問題一

ヒルファディングの創業利得説
批判序説 (3)

経 済 論 叢  第83巻 第 4号

会    計  第75巻 第 5号

卓奎馨奎善撃掌彙r倉
J立四十周

経 済 論 叢  第83巻第 6号


